
 第６章 検証 

 

 

（子どもの権利委員会） 

第２４条 この条例に基づく施策の実施の状況を検証し、子どもの権利を保障するため

に、志免町子どもの権利委員会（以下「権利委員会」といいます。）を設けます。 

２ 権利委員会は、１０人以内の委員で組織します。 

３ 委員は、人権、福祉、教育などの子どもの権利にかかわる分野において識見を有す

る者や町民のうちから町長が委嘱します。 

４ 委員の任期は３年とし、補欠の委員の任期は前任者の残任期間とします。ただし、

再任を妨げるものではありません。 

 

【解説】 
 第５条の解説でも述べましたが、条例を制定されたことのみで子どもの権利が保障され

ることはありません。大切なのは、条例に基づいて取り組まれる施策が、真に子どもの権

利を保障することにつながっていくのかということです。 
 この権利委員会は、第三者的な立場から、子どもの権利保障状況を調査・審議し、町に

報告・提言を行っていきます。この条例を生きたものにするためには、極めて重要な組織

であるといえます。 
 

 

（権利委員会の職務） 

第２５条 権利委員会は、町長の諮問を受けて、また、必要があるときは自らの判断で、

子どもの権利の状況、子どもに関する施策における子どもの権利保障の状況などにつ

いて調査や審議をします。 

２ 権利委員会は、前項の審議にあたっては、町民から意見を求めることができます。

 

【解説】 
 前条を受けて、権利委員会が行う具体的な職務を掲げています。 
町は、第１６条と第１７条に定める施策の状況を権利委員会に報告します。これを受け

て、権利委員会では、権利の保障状況について審議を行います。また、権利侵害などが認

められるなどにより必要がある時には、町からの報告を受けずに調査・審議することもで

きます。その際、アンケートなどの方法で町民に意見を求めることも一つの手段として考

慮しています。 
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（提言とその尊重） 

第２６条 権利委員会は、調査や審議の結果を町に報告し、提言します。 

２ 町は、権利委員会からの提言を尊重し、必要な措置をとります。 

 

【解説】 

 前条で掲げた調査・審議の結果について、権利委員会は報告書として取りまとめの上、

町に報告・提言します。町がこの提言を最大限尊重し必要な措置を講じることにより、こ

の条例はさらに生きたものとなり、子どもの権利保障に関する施策は充実していくことに

なります。 
 
 
 第７章 雑則 

 

 

（委任） 

第２７条 この条例の施行に必要なことがらは、町長その他の執行機関が定めます。 

 

【解説】 
 「この条例の施行に必要なことがら」とは、条例に基づいて施策を行うにあたって必要

であるが、条例には揚げられていない細かな事項などを指します。また、「その他の執行機

関」としては、教育委員会が主なものとして考えられます。 
 

 附則 

 
この条例は、平成１９年４月１日から施行します。 

 

【解説】 
 附則では、この条例が実際に効力を有することとなる日を定めています。 
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